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評価コメント４

絹　川　正　吉（国際基督教大学元学長・名誉教授）

最後で締めくくれということですが、とてもそういう能力はありませんので、極めて独断的な話をさせていただき

ます。

田中先生から、外部評価をしてほしいとストレートにお話がありましたので、私は単純ですからそのまま受け止め

ました。評価とは何か、数学者はすぐにそのように考えます。特色 GPの審査にかかわる過程の中で、私が考えたこ

とは、評価とは被評価者を理解することである、ということでした。評価するということは、評価者の見識が問われ

ることである。そうなると、以下、誠に恥ずかしいお話にならざるを得ないわけです。

本センターの営みは、いわゆる大学教育センターで行われている各大学の事業の中では、非常に驚異的な成果を挙

げていると私は思います。わずか十数名のスタッフでこれだけの業績をあげているということは本当に大変なことだ

と思いますし、田中先生のご心労が重なっているということも理解できるわけです。以下、私の話の根拠になったの

は、始めに大塚先生からご紹介があった、今年出た京都大学高等教育叢書の26番目の「相互研修型 FDの組織化によ

る教育改善」と、京都大学のセンターが特色 GPに応募なさったときの申請書の内容で、それらを基にお話をしたい

と思います。

外部評価というのはよく知られているように、内部評価が前提です。内部評価が前提ということはどういうことか

というと、評価してほしいように評価するわけです。評価してほしくないような評価をすると、皆さんから非常に嫌

われるわけです。しかし、評価してほしいように評価するということは、おもねるということではないと思います。

そもそも相互研修の「相互」を使った相互評価というのは、励ましということです。このことを私が悟ったのは、大

学基準協会の営みです。大学基準協会はもともと会員制で、加盟大学間で相互に協力し合って大学の質の向上を図る

というのが本来の目的でした。認証評価機関という新しい問題が出てきて、大学基準協会の在り方が非常に難しく

なってきました。そういう認証評価の義務化に続いて、FDも義務化されましたが、FDが認証評価の視点で、これ

からどのように評価されていくのか、非常に問題があると思っています。

そういう中で、京都大学のセンターが相互研修型 FDという主張をなさっているわけです。この特色 GPの申請は、

第三審査部会といっていますが、教育方法の工夫・改善に関する取り組みを審査する部会で採択されました。平成16

年度の第三審査部会の基本的な審査の視点が記録に残されていますが、それによると、欧米のプログラムの模倣では

なく、わが国の大学生が直面する課題を認識した取り組みを採択したいということです。まさに今回の相互研修型の

取り組みというのは、欧米のプログラムの模倣ではない、日本の大学の学生が直面している課題に直接向かっている

といえますから、第三審査部会のお眼鏡にかなうのは当然であったということになります。特に特色 GPは学生対象

の取り組みが主流ですが、そういう申請の中で、京都大学の場合には、教員に焦点を置いたわけで、そういう点でも

大変独自性がありました。

さて、特色 GP採択に関しての採択委員会のコメントが記録されていますが、それは京都大学のセンターの申請文

を引用して、啓蒙型（第一期）FDから、次の発展段階（第二期）への移行の実践をしていることが評価の対象になり、

他の大学に参考になるということを挙げています。そして、その構想は三つの軸を置いて考えられています。ボトム

アップの組織化支援、ローカリズムとユニバーサリズムの統合、実践モデルの公開です。先ほど田中先生より縷々ご

説明があったことですが、そういう点を核に展開されているところに特色があるということです。

相互研修型 FDの理念とは何であるか。これは先ほど引用した報告書に書いてありますが、それによると、在来の

高等教育研究というのは、（非常に厳しい言葉が並んでいますが、）非実践的・脱状況的・非反省的である。それに対

して相互研修型というのは、臨床的実践研究である。教育実践をフィールドワークの場とする。「それぞれに千差万

別のローカルな現場にいる大学教育の実践者たちと連携するためには、自分たちのローカルな現場から研究を出発さ

せるほかはない」というのが相互研修型 FDのエートスです。
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FDに関してはいろいろなことが研究されていますが、1987年には一般教育学会に私どもがこの問題を提起しまし

た。先ほど天野先生から、1991年の大学審議会の答申に FDの問題が取り上げられたという話がありましたが、その

きっかけになったのは、一般教育学会の主張でした。一般教育学会の調査ではいろいろなことが行われましたが、学

会が想定した FDの実践的な内容というのは、欧米の方々がいっていることですが、PD型や ID型、CD型や OD型

というような形になっています。広島大学にかつておられた関正夫先生が、それに加えて日本型という言葉を使いま

した。日本型というのは、田中先生のお言葉によれば、啓蒙型ということですが、講演会等々を FDと称するという

ことです。そういう FD活動の内容の分類から考えると、この取り組みはどちらかというと、日本型 FDだというこ

とになりますが、関先生の日本型 FDのニュアンスは多少否定的です。ここでは否定性をくつがえして、積極的に日

本型 FDというものを提唱しておられます。

相互研修型 FDの可能性を私は考えました。なぜ、現実に啓蒙型 FDが支配的であるのか。東北大学の例等もあって、

りっぱな FD事業もありますが、大勢としては依然として啓蒙型 FDが支配的だと私は見ています。なぜ、啓蒙型で

あるかということは、逆にいうと、相互研修型 FDというのは可能であるのかということになるわけで、可能性の根

拠が問われます。

もはや啓蒙の時代は終わったというのは、山内先生のお話にあった大学セミナー・ハウスの FDプログラムを終え

るときに、私どもが決め付けた文句です。もはや啓蒙の時代は終わったから、大学セミナー・ハウスの FDプログラ

ムは終わりなのだということを考えましたが、後でいろいろと批判がありました。本当に啓蒙の時代は終わったの

か、セミナー・ハウスの FDプログラムをやめてしまって良かったのかという批判があります。ですから、相互研修

型 FDの組織化ということがテーマですが、それを問う前に、相互研修型 FDの可能性が問われる。その可能性があっ

て初めて組織化が問われる。といっても、可能性と組織化というのは相補的であるので、ぐるぐる回ります。

一般教育学会の FDのコンセプトを構成する原理は、FDというのは教授会の自律的活動なのだということでした。

一般教育学会の第一次調査において、いろいろな問題を取り上げて、それに賛成かという意向調査をしました。その

結果は、FDへの賛成が非常に高い率で支持されました。私はそのことを分析して、なぜ一般教育学会の調査で、日

本の大学教員が FDに賛成をしたか。それは Facultyの自律性をすべて前提とする問いかけであったからです。自律

性を前提とする限りにおいては、反対する理由はありません。しかし、自律性を前提とするということは一つの仮設

であると言わざるを得ない。教員の自律性が問われているわけで、この問題と相互研修型の問題とはかかわっている

わけです。

ですから、京都大学では相互研修型 FDを貫徹なさろうとしており、事実貫徹されていますが、その貫徹できる可

能性というのは、大学教員の自律性にあるのです。逆にいうと、京都大学の営みは、そういう自律性仮設を実証して

いるのではないか。そういうことができるということは、京都大学の自由の学風を基盤にする一つのエートスという

か、学風であって、そういう意味では、相互研修型 FDの可能性というのは、極めて京都大学的であるということで

す。これは悪い意味で言っているわけではありません。

それでは、相互研修型 FDを組織化するということはどういうことか。大学設置基準において FDの問題が取り上

げられて、天野先生のご指摘がありましたが、そこに組織的という言葉が出ていました。私は、組織化するというこ

とは、日常的私的空間、ローカルなところの問題を公的に認知する、共同的に認知する営みだととらえています。共

有するという作業です。

そういう視点で考えると、相互研修型 FDの原体験は、先ほど田中先生は出発点とおっしゃいましたが、それは公

開授業であったと言っても過言ではありません。以下、「大学授業ネットワーク」のウェブから、いろいろ参考にな

る言葉を引用します。田中先生が公開授業を始めたときからかどうかは知りませんが、現在、公開授業の対象になっ

ている科目名は「ライフサイクルと教育」です。こういうコンテンツでクラスを構成しているということは、相互

研修型 FDというか、公開授業というプロジェクトが成功した一つのポイントではないかと思います。それによると、

その授業においては第１に、学生がコメントを書いて出す「何でも帳」や討論などを用いて、双方向的授業を実施す

る。第２に授業をフィールドとして、ビデオ分析などの実証的研究、現象学的研究を展開する。第３に、授業検討会

という形で、相互研修としての FDを実施する。その詳細は本になって紹介されていますが、そういう営みが相互研

修型 FDの原点なのです。
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公開実験授業を FDという視点から見て、これは田中先生の言葉だと思いますが、「私たちが一貫して強調してき

たのは、大学教員の研修が相互研修であるべきだという考え方である。専門家と素人という啓蒙的な構図は、FDと

いう大学教員の能力向上活動にはあまりうまくなじまない。啓蒙的ということは FDにはなじまない。「大学教員の

この種の活動には、自立的活動者同士の協働こそがふさわしいのである」と。私は真にそのとおりだと思います。

これは田中先生の言葉です。「私たちは、模範的な授業を提示したり、一般教員の通常授業に入り込んで、これを

指導したりする啓蒙的なスタンス」、啓蒙的ということをそのように受け止めておられますが、「啓蒙的なスタンスを

とることに激しく抵抗してきた」、どうもこれは田中先生が激しく抵抗したということのようです。「私たち自身の授

業のつたなさを手掛かりにして、私たち以外の仲間たちとお互いに学び合うこと。これが公開実験授業プロジェクト

における私たちの基本的なスタンスであった」。それがすなわち相互研修型 FDの基本的理念であると思います。

公開授業の営み、すなわち相互研修型の実践を通して、それは教員に対する一つの資質向上というか、教員の向上

と同時に、それは学生の向上。当たり前のことといえば当たり前ですが、学生に対してどういう影響を与えたか、学

生はどのように自己開発を行ったかということがコンプリメントとして、そこに書かれています。すなわち、受講者

との間に一方的な教育関係ではなく云々と、公開実験授業の学生にとっての意義というものも、そこに記述されてい

ます。

そして、随分これは激しいことだと思いますが、授業検討会を通しての相互研修は一定の成果を上げてきた。大き

く見て、常連の議論は徐々に深い意思疎通を実現してきたし、臨時的な参加者の多くは、議論を思いもかけぬ局面へ

と生産的に導いてくれた。FD研修においては、具体的な授業実践を手掛かりとする集団的検討作業がかなり有効で

あることが分かった。今後の FDというのはどうあるべきかということに対する相当本質的な問題提起だと思います。

どうすれば学生が能動的になるかというのは、私どもにとって非常に頭の痛い問題ですが、それについても言及して

います。

さて、そこで組織化ということですが、組織化の内容は何であるか。先ほど伺っていて、このセンターの取り組み

の一つの大きな成果は全学ヒアリングのようです。非常に大きな京都大学において、全学ヒアリングを実践して、そ

こから FDの端緒をお互いに生み出そうとしたという営みは、大変な作業であるかと思います。それ以外に、セン

ターによる支援システムの構築が組織化の実態であると書いてありますが、具体的には大学授業ネットワークをウェ

ブ上に構築したとか、On-Line FDということでウェブ上で公開授業をする。あるいは、本日のこの営みである大学

教育研究フォーラムを既に13回も行っています。そういう組織化の具体的な内容、そういう営みの基調が公開授業で

あったと考えています。

報告書に「１．本取組の総括」というところがありますが、それによると、京都大学センターの営みは、「全学的

展開」さえ超えて、関西地区レベルの組織化にまで及ぼうとしている。これは具体的には、先ほどお話しした関西地

区 FD連絡協議会という名前の組織が立ち上がって共同研究をなさっているわけですが、そこにまで及ぼうとしてい

る。取り組み規模の拡大がここに主張されています。

そこであらためて、相互研修型 FDの組織化とはどういうことなのだろうか。支援業務にとどまることではない、

外部機関との連携にとどまることではない、すなわち私の立場からいうと、授業経験の共有化が組織化の内容である

べきです。授業経験というものは、例えば田中先生ご自身の公開授業及び検討会等々を通じての田中先生の知見、経

験、見識というものがだんだんと公になっていくということ、全学的な広がりになっていくということが組織化とい

うものの内容ではないかと思います。

特色 GPにおいては、３年たつと審査委員がそれぞれ採択された大学に伺って、どういう実績があるか、どういう

問題があるか、どのように特色 GPを評価しているか、勉強させてもらいに行っています。京都大学にも実施委員が

参りまして、いろいろお話を伺った報告書があります。これは先ほどの京都大学センターの報告書に記録されていま

すが、それによるとこう書いてあります。正確かどうかは分かりませんが、5127名の教員に対して、10名ほどのセン

ター教員が FDをひとまとめにして推進していくことには、物理的に無理があると。これは京都大学以外の先生方が

このように感じたのです。

そして京都大学は「権力分散型」というのですが、それと「権力トップダウン型」では、FDの在り方、推進方法

に違いがある。本事例は、小規模・権力トップダウン型には参考にならないのではないかというのが、実施調査委員
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の意見でした。この意見に対して、私はそのまま同意はしませんが、そういう問題がある。実施調査委員会の意見に

よると、組織化が十分でないという反応なのです。

それに対してセンターの方では、先ほどの報告書に「もはや京都大学も超えた」というような表現をしておられる。

実施委員の方は何を聞いているかというと、京都大学における共同の取り組みになっているか。相互研修型 FDが京

都大学教員の共通認識になっているかということです。そういう問いというのは、報告書自体が問題提起しており、

日常的・自生的な教育改善にあまり積極的でない（膨大な数）の教員集団との出会いという課題がある。それに対し

て、ある程度、強制的に参加を求めなければならない場合もあると報告書に書いてあります。これは田中先生のおっ

しゃっているエートスに抵触するところです。そういうことをあえて書いておられます。極端にいうと、相互研修型

が機能しない現実をどうするかということが、まさにわれわれの FDに関する一番の問題ではないかと思います。

相互研修型 FDの組織化というのは、相互研修ということ自体が本来、自発的意思、すなわち、仮説として私は教

員の自律性ということを言いましたが、そういう自律性ということから出発するわけです。これは異論があるかもし

れませんが、本来、ボランティア活動なのです。そのボランティア活動が本来的な在り方である、それが組織化する

ということはどういうことなのかというコンセプトの上で一つの問題をはらんでいる。問題をはらんでいるからノー

だというのではなくて、むしろ問題をはらむ方が私は大事なことだろうと思います。

そこであらためて、相互研修型 FDの組織化とは何を意味するのかということを、最後にコメントとして田中先生

はじめ、センターの先生方に申し上げたいというか、お教えいただきたいというのが私のコメントです。以上です。

（大塚）　絹川先生、ありがとうございました。

それでは、25分まで休憩にさせていただきます。
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